
⻘森海洋実証フィールド構想
2026年8月25日 「あおもり洋上風⼒ 新規参入フォーラム 講演１」



海洋実証フィールド構想の概要

洋上風⼒作業船の
DP、ROV、海上クレーンなど
ライセンス取得環境を提供する

船舶分野

危機感︓対応可能な
人材がほぼゼロ

海底ケーブルの故障検知
技術の実証試験

海底ケーブル関連

保険⾦に占めるウェイト
が最も大きい

ウィンドファームの設計

（音響・光・レーザー）
などの実証試験

センサー技術

水中ロボット

危機感︓⽇本の有⼒技術
シーズが海外発で発展

危機感︓少⼦⾼齢化

デジタルツイン

各種水中ロボット
（ASV、ROV、AUV)の実証試験

これらの分野・領域を主眼に“海洋実験場”
“海のサンドボックス”というプラットフォームを提供

次世代水産IoT
洋上風⼒との共⽣

構造物のインフラ点検

水中ロボット 水中ロボット



位置とエリア面積

4/13 : ⻘森市漁協・後潟漁協の同意書を得た
以降︓フェリー会社など港湾ステークホルダーの同意書を得た

4/30以降︓海上保安部、⻘森県（港湾）、⻘森市、⻘森商⼯会議
所、⻘森風⼒エネルギー促進協議会等で複数回の打ち合わせ

6⽉︓内閣府海洋政策本部、国⼟交通省、経済産業省殿へご説明

7⽉︓静岡市と打ち合わせ

⻄側エリアは1.2 x 1.5km 程度、東側エリアは1.2 x 2.5km
程度の面積に渡って、海洋実証フィールドとして活⽤可能である事を確認



何が目的なのか︖

海洋実証フィールドを
“フィジカル”なマッチング機会

の場にする

視点②
産業・科学技術政策

視点①
地域の産業振興

視点③
国際交流機会の増加

“身近なレベル”から実践可能

海洋IOTなどのソフトビジネス

むつ湾という恵まれた資産を再認識

技術者や研究者へ利便性を提供

日本が得意な要素技術分野

少子高齢化への対応技術

技術開発成果の可視化
（投資家向け）

海洋スタートアップの誘致
（国内外）

日本有数の海洋R&D拠
点を⻘森に形成する︕

誘発的技術革新の場若⼿世代が集う場



ベンチマーク（ノルウェー）

オフショア産業（海底石油）が小さな漁村を大きく変えた

ノルウェー・Alesund市（人口4.5万）にあるNMK（ノルウェー海事能
⼒開発センター）の事例。Alesund市は、元々はタラ、ニシン、カニなどの
漁業が盛んで漁船⽤の造船所が数多くあった。1960年代の北海油⽥開
発以降は、石油産業向けの船の建造にとって代わられるようになった。また
家具製造業も盛んである（Wikipediaより）

ノルウェーの産学官連携

NMKにあるOSC(Offshore Simulator Centre)は、海運会社、
機器サプライヤー、研究機関と緊密に協⼒して、要求の厳しい海上運
⽤のシミュレーションと視覚化の開発で世界をリードしており、常時世界中
の企業から先端海事技術を学ぶ人材育成プログラムを提供している。
近隣の港は、石油産業向け船舶（近年では洋上風⼒作業船）の停
泊・補給基地となっており、関連産業やメーカーのロジスティクスの拠点
にもなっている。企業としてはロールス・ロイス・マリン等の大⼿海事メー
カーの研究開発拠点ともなっている。（同所ホームページより）

ノルウェー・Alesund市

Alesind市（北緯62度）
OIL&GASの拠点

⻘森市（北緯42度）
北日本の風⼒資源の中⼼地

地政学的な類似性



洋上風⼒に関しては、FLOWRA（浮体式洋上風⼒技
術研究組合）が提唱しているカテゴリー

海洋実証フィールドの様々なカテゴリー

水深500m
以深

水深25m

水深100m

基礎研究や要素技術の実証研究が対象

素材・センサーなどが基軸となる
（製品や技術としては︓光ファイバー、磁気センサー、海中可視光通
信、非接触電⼒伝送、水中電界センサー、海洋付着⽣物対策など）

併せてオフショア作業船（洋上風⼒作業船）向けの訓練海域として

フルスケール⼿前の実証プロジェクトが対象

1/3〜1/10 スケールの浮体式洋上風⾞など
⾃律運航船の実証海域

各種水中ロボットの航⾏訓練や実証

フルスケール実証プロジェクトが対象

浮体式洋上風⾞などの実証
海底資源分野（水中ロボットなど）

⾃律運航船の実証海域

3段階のカテゴリー（水深毎に異なる） マーケット

 欧⽶のオイル＆ガスの市場規模は、年間で約15〜16兆円

 日本の海洋産業は約20兆円（ただし造船や港湾インフラが主体）

 ただし洋上風⼒はこれから、海底資源分野（国の研究機関や大学
がリード）は官需主体であった

⻘森海洋実証フィールドが
指向しているカテゴリー

日本成⻑戦略会議（海洋）では「水中無人機」 「海洋状況
把握︓MDA」 「革新的海底開発技術」が重点領域



（ご参考） 海洋スタートアップとは︖

出展︓「海洋フロンティアの開発・利⽤の拡大に向けた スタートアップ等に関する調査」
三菱総合研究所 2026年4月10日 第３回日本成⻑戦略会議（海洋）より



本日のパネリスト

野城 菜帆 氏 株式会社 MIZLINX 代表取締役社⻑

泉 照久 氏 東洋建設株式会社 執⾏役員 GX事業本部 副本部⻑（GX戦略担当）

細川 貴志 氏 日東製網株式会社 技術部 次⻑

江本 雅哉 氏 株式会社島津製作所 東京支社 営業本部インダストリー営業ユニット



本日のパネリストをお招きした背景

洋上風⼒作業船
（東洋建設）

各種の水中センサー
（島津製作所）

海洋観測ブイ・水中ロボット
（MIZLINX）

海洋空間の３次元設計
（デジタルツイン）

浮沈式⽣簀
（日東製網）

⻘字︓今回のフォーラム
⿊字︓次回以降のフォーラム

海底ケーブル
の故障診断

海底地質調査

海洋付着⽣物

アンカリング施工 海上・海中無線

水中構造物

海洋環境
モニタリング

海中電⼒伝送

係留索

構造物の腐食診断
（島津製作所）

海中給電
各種海中システムの設計やエンジニアリング流向・流速・波高観測

水中試験機



【⾃己紹介】



CONFIDENTIAL 11

株式会社MizLinx（ミズリンクス）会社名
野城 菜帆代表者
〒116-0003
東京都荒川区南千住8丁目5番7号
⽩鬚⻄R&Dセンター
216号室（本社）/ 115号室（製造拠
点）
〒135-0064
東京都江東区⻘海2-4-10 
東京都⽴産業技術研究センター
製品開発支援ラボ313号室

所在地

2021年8月18日設⽴日
海洋観測システムの開発・販売 / データ分析
支援 / 水中ロボット開発 / IoT・AIコンサル
ティング

事業内容

https://mizlinx.com/HP

会社概要 ⾃己紹介

野城 菜帆 Naho Yashiro 代表取締役CEO
• 慶應義塾大学大学院理⼯学研究科修了
• 2021年8⽉、大学院在学中に株式会社MizLinxを設⽴、

代表取締役に就任
• （独）情報処理推進機構 2021 年度未踏アドバンスト

事業採択者
• Forbes JAPAN 30 UNDER 30 2023受賞
• 2025年東京大学大学院新領域創成科学研究科博⼠課

程入学、在学中
• ⽇本成⻑戦略会議 海洋WG構成員

野城 菜帆 氏  株式会社 Mizlinx



（略 歴）

1996年4月 東洋建設株式会社入社
⻑年、外洋でのプロジェクト業務に多数従事。
国内洋上風⼒黎明期である2010年から洋上風⼒業務に取り組む。
技術開発において、研究開発責任者として数多くの現地実証実験を牽引。

2021年4月 ⼟⽊事業本部洋上風⼒部⻑

2023年4月 執⾏役員洋上風⼒事業本部⻑

2025年9月 執⾏役員GX事業本部副本部⻑

東洋建設の事業領域

土木

GX

建築

東洋建設株式会社
執⾏役員GX事業本部副本部⻑

泉 照久

⾃己紹介 会社概要

泉 照久 氏         東洋建設株式会社



海外工場︓チリ、タイ

無結節網

日東製網株式会社 技術部 次⻑ 細川貴志

・北海道大学大学院⽂学研究科博⼠課程修了、博⼠（⽂学）
・専門は海洋人類学
・大学ではフィリピンの電気も水道もない小さな島でフィールドワーク
・2008年日東製網株式会社に入社
・台風に強い「浮沈式⽣簀」やスマート水産機器の開発を推進
・⻑崎大学海洋未来イノベーション機構 連携研究員
・水産庁の「スマート水産業現場実装委員」として各地で出前授業

⾃己紹介 会社紹介
【本社所在地】
東京本社（営業所）︓東京都港区新橋
福⼭本社（工場・営業所）︓広島県福⼭市

【創⽴】 1910年8月
【事業内容】
無結節網、有結節網、綟網、ロープ等の製造・販売
船舶・漁撈関係省⼒機械機器具等、水産物の販売

世界で初めて結び目のない「無結節網」の量産化に成功
国内・海外で製品を製造・販売する網の総合メーカー

国内工場︓福⼭、函館他 有結節網

細川 貴志 氏      日東製網株式会社



会社概要 ⾃己紹介

株式会社島津製作所
営業本部
インダストリー営業ユニット

江本 雅哉

◇出身 京都
◇趣味 バスケットボール、野球
◇略歴
・2009年 株式会社島津製作所 入社
名古屋支店に配属
航空機器営業部に所属し、航空機関連製品の販売担当

・2016年 東京支社に配属変更
・2021年10月
海洋製品の販売担当

・2024年4月
インダストリー営業ユニットに異動

江本 雅哉 氏     株式会社島津製作所



【主なビジネスモデル】

【海洋実証フィールドへの期待】



GX事業

洋上
風⼒

海底
送電
網

ＣＣ
Ｓ

海洋資
源・エネ
ルギー

ブルー
インフラ

 これまでに経験のない外洋・大水深での事業であること
 技術・設備・サプライチェーン・⼈材が不⾜していること
 先⾏産業が少ないため、開発に時間とコストがかかること

 （共通）技術開発・設備投資・体制構築を推進
 （技術・設備）海外実績技術を積極導入
 （技術・設備）国内条件への適用性を現地実験にて検証
 （体制）既存職種にこだわらず幅広い多様な⼈材を雇用・育成

東洋建設が取り組むＧＸ事業領域 ＧＸ事業領域の特徴・課題

参入への方向性

泉 照久 氏         東洋建設株式会社



技術開発方針

サクション基礎の現地実験(左︓⾦沢港、右︓津名港)

TLP式浮体係留基礎の現地実験
(左︓⽯狩湾新港、右︓⽯狩湾沖(水深約100m)）

TLP(Tension Leg Platform)
︓緊張係留式プラットフォーム)
⇒ 浮体式洋上風⼒係留方法へ適⽤

引用︓三井海洋開発HPより

引用︓https://www.mdpi.com/2071-1050/18/4/1769

Suction Pile︓浮体係留アンカー
⇒ 着床式洋上風⼒基礎へ適⽤

サクション基礎の貫入実験

TLP基礎の引抜実験

先⾏する欧⽶のオフショア技術を国内に導入 ⇒ 複雑な国内条件への適⽤性を現地実証実験にて検証

本技術開発は、国⽴研究開発法⼈新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の助成を受け実施

実証実験海域の確保が技術開発推進上の大きなポイント

泉 照久 氏         東洋建設株式会社



ケーブル敷設船/多目的船「DISCOVERY」の建造

総トン数約19,000t、推進出⼒約13,000kw、DPS Class2

主な仕様 船級 Class NK

宿泊90名（全室個室、シャワー・トイレ完備）

全⻑150m×幅28m×深さ12m 最大喫水7.0m
デッキ面積 約2,000m2船体主要寸法

ケーブル設備 容量9,000t(可搬式)/クアドラントシステム
クレーン400t/100t 吊級(動揺低減機能付、対応水深1,000m)
ヘリデッキ、4点係留装置（浅海域施工時）、ハイブリッド電気推進システム

主な設備

ケーブル敷設モード コンストラクションモード

主な用途
 洋上風⼒海底ケーブル⼯事
 海底送電ケーブル⼯事
 浮体係留基礎⼯事(コンストラクションモード)
 海底資源等外洋⼯事(コンストラクションモード)
 一般海上⼯事(コンストラクションモード)
 災害対応(コンストラクションモード)

泉 照久 氏         東洋建設株式会社



養殖網定置網 旋網

海苔網

曳網

⽣物付着の防⽌塗料 定置網の経営（国内4漁場）船舶・漁撈機器

主な事業内容︓漁業を中⼼に様々な⽤途向けに網・ロープ等を製造し、仕⽴て、漁場調査・設計・設置まで対応

海洋実証フィールドへの期待

「洋上風⼒との共⽣」に向けた
産学官による共同での研究開発の場の提供
将来的に沖合の厳しい海況での実装を想定した開発

① 漁業との共⽣︓例）沖合でも養殖可能な浮沈式⽣簀
② モニタリング技術︓例）⿂探・カメラによるリアル

タイム監視（⽣物・施設）

細川 貴志 氏      日東製網株式会社



漁業との共⽣の例︓洋上風⼒×浮沈式⽣簀・・・養殖施設を沈下・浮上させる技術（波浪対策、高水温対策、⾚潮対策）

洋上風⼒施設の周辺＝厳しい海況でも養殖可能な技術

浮上時

沈下時

天井網

【浮上動作】
コンプレッサー
で給気して浮上

【沈下動作】
バルブを開けると
水が流入して沈下

任意の水深

浮上時 沈下時

沈下︓18分
浮上︓30分

浮沈式のカキ筏︓海洋環境の変化による高水温対策等に期待

浮沈式⽣簀の沈下・浮上動作

細川 貴志 氏      日東製網株式会社



定置網の中に⿂群探知機を設置
音波で⿂群を可視化

タブレットに⿂探画像を表示
陸上からリアルタイムで入網確認

ブリ

サケスルメイカ

イワシクロマグロ

サバ

モニタリング技術の例︓①ユビキタス⿂探・・・定置網向けに開発 ⇒ 海中構造物周辺の⿂群モニタリング（集⿂効果の確認）

海中構造物に集まる⿂群をモニタリングするとともに、水温や流向・流速データ等の環境データも取得・提供

⿂種によって⿂探画像の反応が異なる傾向
AIによる⿂種判別・漁獲量推定も

細川 貴志 氏      日東製網株式会社



モニタリング技術の例︓②ユビキタスカメラ・・・定置網・養殖向けに開発 ⇒ 海中構造物周辺の⿂群や施設のモニタリング

海中構造物に集まる⿂群をモニタリング（集⿂効果）、施設の⽣物付着等のモニタリング

メジナ マダイ カワハ
ギ

アオリイカ イワシ シイラ

イシダイ ウミガメ ヒラメ

ヒラマサ

コショウダイ

スルメイカ

タブレット/PC

スマートフォン
大阪・関⻄万博
水産庁の「スマート水産業ブース」
にユビキタスカメラと動画を展示

海上にブイを設置

細川 貴志 氏      日東製網株式会社



定置網の中の動画︓水揚量 サバ６トン、アジ２００㎏

モニタリング技術の例︓②ユビキタスカメラ・・・定置網・養殖向けに開発 ⇒ 海中構造物周辺の⿂群や施設のモニタリング

細川 貴志 氏      日東製網株式会社



定置網の中の動画︓水揚量 イワシ35トン

モニタリング技術の例︓②ユビキタスカメラ・・・定置網・養殖向けに開発 ⇒ 海中構造物周辺の⿂群や施設のモニタリング

細川 貴志 氏      日東製網株式会社



江本 雅哉 氏     株式会社島津製作所

島津製作所が取り組む３つの海洋技術



江本 雅哉 氏     株式会社島津製作所

水中光無線通信 活⽤事例①



江本 雅哉 氏     株式会社島津製作所

水中光無線通信 活⽤事例②



江本 雅哉 氏     株式会社島津製作所

UEPセンサ 活⽤案



江本 雅哉 氏     株式会社島津製作所

水中ロボット搭載磁気センサ 活⽤案



コア技術
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海洋IoTデバイスや過酷な環境で使⽤する水中ロボットの開発技術と、それらで取得したデータの処理・分
析など、海洋向けハードウェア・ソフトウェアの活⽤を得意とする

海洋IoTデバイス
（MizLinx Monitor） 水中ロボット開発 データ解析

野城 菜帆 氏  株式会社 Mizlinx



フィールドに設置するハードウェアから閲覧⽤のシステムまで⾃社設計・⾃社開発を⾏うことで
調査・監視・研究・効果検証・プロモーションなど柔軟かつ幅広いモニタリングを実現

LTE回線
・

Wi-Fi HaLow

水中カメラ

各種センサ

Webアプリ

外部システム連携 水上ブイ

発電・通信
・機器監視

取得可能データ︓映像・画像・水中音響・水温・塩分・濁度 等
対応水深︓最大約20m

海洋IOTデバイス- MIZLINX MONITOR
野城 菜帆 氏  株式会社 Mizlinx



船底検査⽤の水中ロボット開発

• 安定した機体制御
10基のスラスタと最適化した浮⼒・重⼒中⼼設計により、360°あらゆる姿
勢で安定した点検を実現。

• 船底からの相対測位
船底に対する相対位置を推定し、狭所で信頼性が低下するUSBLに依存
しない測位を実現。

• 拡張性の高い設計
ハードウェアに依存しないソフトウェアアーキテクチャにより、大型船舶へ容易
に展開可能。

野城 菜帆 氏  株式会社 Mizlinx



船底検査⽤の水中ロボット開発
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https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000010.000115537.html

鉄板を船底に見立て、計測精度を評価

野城 菜帆 氏  株式会社 Mizlinx



MIZLINXが実証フィールドに期待すること
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• 現場の課題に対する知⾒の蓄積︓海洋IoT・ロボット開発の当事者として、海
域での実証実験は実施の難易度が⾼く、多大なコストを要することを痛感してい
る。そのため、実証フィールドには、実証を通じて得られた課題や対策、ノウハウを
蓄積・共有し、次の実証や技術開発に活かせる環境となることを期待している。

• 参入障壁の解消︓現在の海洋産業は最初のハードルが⾼すぎる。興味があっ
ても調整に時間を取られたり、⾼すぎるコストで断念する状態を打破するために
は、気軽に実験ができる実海域フィールドが必要である。

• 「テスト市場」の創出︓海外（カナダ The Launch等）のように、実証のステッ
プ自体を市場化し、メンテナンスやデータ分析などの周辺産業を伴う経済圏を構
築すべきである。

野城 菜帆 氏  株式会社 Mizlinx
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• 概要︓カナダ・ニューファンドランド州 メモリアル大学 Marine Institute が運営する
海洋技術の実証・訓練拠点。

• 実海域フィールド（Living Lab）︓湾内の穏やかさと本物の海洋条件を併せ持つ
「亜北極環境の⽣きた実験場」。企業は自社技術を持ち込み、試験から実運用移
⾏までを一気通貫で実施できる。

• 設備と体制︓⾼天井の作業場と岸壁を備え、AUV/ROVを含む作業船群、海底実
証用の水域（最大水深300m）、研究室・訓練施設を一体運営。

• 信頼性の獲得︓NATOの防衛イノベーション加速機構 DIANA の指定テストセン
ターとなり、国内外の企業・研究機関を呼び込むハブへ発展。

• ⻘森への示唆︓
• ①既存港湾施設を転用すれば、初期投資を抑えつつ機材の積替えから出港・

回収までを一箇所で完結できる。
• ②大学・研究機関との共同運営により、試験の技術的信頼性と⼈材育成機能

を同時に確保する。
• ③実証から周辺産業（整備・データ分析・訓練）まで含む「テスト市場」を設計

する。

事例紹介︓THE LAUNCH（カナダ）

野城 菜帆 氏  株式会社 Mizlinx



海洋モニタリングIOT X デジタルツインの実装

 海洋モニタリングIoTのMizLinxMonitorを
実証フィールドに複数設置

 海況情報（波高・潮流・水質・画像など）
の実データを直接取得し、インターネット
にアップロード

海洋モニタリングIoT
MizLinxMonitor

 実証フィールド周辺の3Dデータを⽤いて
実証環境のデジタルツインを構築

 遠隔地から視覚的に状況を把握できる
 海況情報やオープンソースデータとAIの活⽤

により高精度化

実装イメージ

データ連携
AI学習

現場データの取得 デジタルツインの高度な活⽤

ニーズに応じた
情報の提供

現場データとAIを活⽤した
シミュレーション実施

IoTとデジタルツインの連携は、全国的にも例のない先進的な取り組みとなる

野城 菜帆 氏  株式会社 Mizlinx



【地域企業とのコラボレーションへの期待】



地域企業とのコラボレーションへの期待

 技術があっても、

海中構造物を中⼼とした「異分野・異業種の交流の場」、
「共同での研究開発の場」として期待
⻘森で実証試験を⾏い、国内・海外へ展開していきたい

海中構造物周辺のモニタリングの高度化

 産学官が協⼒して技術開発や地域の課題を解決する
研究開発拠点に

 地域企業のもつ優れたアイデア・技術をかけあわせること
で、新たな価値を作り上げる（シナジーを期待）

 例︓新素材、環境関連資材、ロボット・センサー類など

海の課題や市場がわからない
実海域で実証する場所や⼿段がない
単独では取り組めない
販売方法（出口）がわからない

超音波

カメラ

衛星

波高
水温/流向流速

厳しい海況への対応 海洋環境の変化への対応
⽣物付着への対応

細川 貴志 氏      日東製網株式会社



江本 雅哉 氏     株式会社島津製作所



引用元︓https://www.pari.go.jp/event/publicity/
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地域の皆様の知⾒を活⽤させていただきながら、地域企業へ繰り返し発注が⽣
まれる継続的な事業機会として設計する。

• 船舶・フェリー・海運︓作業船・支援船の確保、船底検査ロボットの実機検証。
• 製造︓水中ロボットや観測機器が量産フェーズに移⾏した際の製造委託。
• 電気工事︓海域への設置・回収、現地オペレーションの代⾏・保守。
• 漁業者・漁業協同組合︓海域利用の調整と設置適地の選定、漁場監視用

途の共同開発。

野城 菜帆 氏  株式会社 Mizlinx



海洋産業のプラットフォーマーへ

スマホ

PC

専用端末

デバイス

API

MCP

パイプライン

水産

洋上風力

海底資源

海運

海洋インフラ

レジャー

気象

防災

科学調査

安全保障

Webアプリ

チャット

音声

サーバ

デジタルツ

イン

UI

ブイ

カメラ

センサ

ロボット

海中灯台

人工衛星

紙・FAX

データ取得

大学・国研との連携

実証フィールド

基金

産業

研究開発
Research

画像・映像

水質

音響

地形・空間点群

OCR

ビッグデータ化

気象

バイオマス

時系列変化

予測モデル

解析

42

日本成長戦略海洋分野官民投資目標

①海洋無人機（海洋ドローン）：2040年度までで1.2兆円

②海洋状況把握（MDA）︓2040年度までで1.2兆円

③⾰新的海底開発技術・システム︓2040年度までで0.9兆円



泉 照久 氏         東洋建設株式会社⻘森海洋実証フィールドへの期待

技術開発 トレーニング キャリブレーション
施⼯実証実験
設計検証実験

その他

ケーブル敷設
埋設機操作

DPS

システム・測量・計測機器校正

施⼯実証実験の事例 設計検証実験の事例 ケーブル敷設トレーニング(イメージ) 埋設機操作トレーニング(イメージ) システムキャリブレーションの事例

 技術開発にとどまらず、技術トレーニングやシステムキャリブレーションなど、幅広い分野への適用が可能。
 海域の通年利用が可能であるため、開発期間の短縮と開発コストの低減が期待できる。
 海域の通年利用が可能であるため、プロジェクト前(春先)やプロジェクト後(初冬)での技術習熟・各種機器チェックに適用できる。
 建設・鉄⼯・造船などによる実験支援業務、学術・研究機関、⼈材育成機関などとの連携が期待できる。

泉 照久 氏         東洋建設株式会社



【地域企業とのコラボレーションへの期待】

まとめ
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 異分野・異業種交流の場

水産 海洋ロボティクスセンサー・AI・デジタル

少子高齢化

スタートアップ

高度海洋専門人材次世代海洋技術
ガイドライン



【今後のロードマップ】



ロードマップ

＜初回＞ 2026.8.25
「あおもり洋上風⼒＋新規参入フォーラム」

＜第二回＞ 2026.秋〜冬
「あおもり洋上風⼒＋新規参入フォーラム」

＜準備中＞
実施体制の構築（⻘森市・⻘森商工会議所・

⻘森風⼒エネルギー法人・他）

ネットワーキング＆学びの準備期間

（例）オランダから︓「知識経済」を学ぶ
（例）ノルウェーから︓「オフショア産業」について学ぶ
（例）フランスより︓「地球海洋研究」について学ぶ
（例）スタートアップや投資家について学ぶ
（例）学⽣⽂化祭の誘致

事業体制の準備期間

・ 運営＆サービス支援体制の準備
・ タリフの設定
・ 事業性の検討
・ 施設などの投資計画の策定
・ 安全面など保険含めた仕組み作り

2027.春（目標）
実施体制の準備完了＆サービス開始

⻘森洋上風⼒サミット
拡大版の新規参入フォーラム

初年度の受け入れ
案件目標 ＝１０件

地域企業とのマッチング成⽴
目標 ＝５件

他地域との連携
教育研究機関との連携

国が認定する
海洋実証フィールドへ

ニーズヒアリング（全分野）



ご清聴ありがとうございました


